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１ 方針検討の主旨 

（１） 本方針の位置づけ 

本方針は宮城県が復元整備を検討する「多賀城政庁跡」について、今後、取組を進める

にあたっての基本的な方針を示すとともに、事業のすすめ方などについて取りまとめる

ものである。 

特別史跡多賀城跡の整備にあたっては、保存・活用・整備の基本方針である「保存活用

計画」を踏まえ、整備の具体的な方針や方法を示した「整備基本計画」に基づく必要があ

る。保存活用計画については、管理団体である多賀城市により「特別史跡多賀城跡附寺跡

第３次保存管理計画」（平成 23 年〔2011〕策定）の改訂が現在進められており、本方針

とこの新たな保存活用計画は整合をとることとする。また整備基本計画については、本方

針が反映された保存活用計画をもとに、現行の「特別史跡多賀城跡附寺跡整備基本計画」

（平成 28 年〔2016〕策定）を改訂する予定となっている。 

本方針はこれらの前提として取りまとめ、今後速やかな各計画の改訂に資するものと

する。 

（２） 本方針の対象範囲 

本方針では主として政庁地区を対象範囲とする。ただし、特別史跡全体さらにその周囲

図１ 多賀城跡全体図（『特別史跡多賀城跡附寺跡整備基本計画』に加筆・修正） 

既整備地区 

本方針における整備・再整備予定地区 

現行の整備基本計画における 
整備・再整備予定地区 

将来的な整備予定地区 
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の活用も検討することで、復元整備事業の方向性を示すものとする（図１）。 

２ これまでの多賀城跡 

（１） 多賀城跡の特徴とその歴史 

多賀城跡は、宮城県多賀城市市川・浮島の両地区にわたって所在する奈良・平安時代の

陸奥国府として機能した城柵であり、奈良時代には鎮守府が併置されていた。標高 10～

50ｍの起伏に富んだ低丘陵上を中心とし、南と西に一部沖積地（標高約４ｍ）を取り込ん

だ遺跡の周囲は、一辺が 660～1,050ｍの歪な四角形に築地塀や材木塀で画されており、

ほぼ中央に重要な政務や儀式、饗宴などが行われた政庁が置かれている。 

政庁は東西 103ｍ、南北 116ｍの外周りに築地塀が巡り、内部に正殿、脇殿、後殿、楼

などが計画的に配置されていた。発掘調査の結果、政庁には大野東人の創建（第Ⅰ期）、

天平宝字 6 年（762）の藤原朝獦による大改修（第Ⅱ期）、宝亀 11 年（780）の伊治公呰

麻呂の乱による焼亡からの復旧（第Ⅲ期）、貞観 11 年（869）の陸奥国大地震からの復興

（第Ⅳ期）の 4 時期の変遷があったことが判明している。第Ⅰ・Ⅱ期は奈良時代、第Ⅲ・

Ⅳ期は平安時代で、終末は 11 世紀前半頃と推定されている（図２）。 

（２） 多賀城跡の保存・活用・整備 

多賀城跡は、その歴史的な重要性が古くから認識されており、多くの学者の研究対象と

なるとともに、地元の人々によって大切に保護されてきた。特に政庁正殿跡については、

畏れ多い聖域として認知され、『仙台金石志』（安永４年〔1775〕）では「御座の間」と記

載されている。 

大正 11 年（1922）には「史蹟名勝天然紀念物保存法」により、高崎廃寺跡（後に多賀

城廃寺跡と呼称）とともに「史蹟」に指定され、外郭線を含む多賀城跡の大部分が法的に

図２ 政庁の変遷 
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保護されることとなった。 

昭和 35 年（1960）、宮城県教育委員会は多賀城町（当時）、河北文化事業団と共催して

多賀城跡とその付属寺院と考えられる高崎廃寺跡（多賀城廃寺跡）の学術調査を実施する

ため、東北大学文学部の伊東信雄教授を委員長とする「多賀城跡発掘調査委員会」を組織

し、発掘調査５か年計画を策定した。 

委員会は、事業初年度の昭和 35 年（1960）に多賀城跡と高崎廃寺跡の航空写真測量に

よる地形図作成と遺跡の現況調査を行い、昭和 36 年度（1961）から本格的に発掘調査を

開始した。昭和 36・37 年（1961・1962）に高崎廃寺跡、昭和 38～40 年（1963～1965）

まで多賀城政庁跡の発掘調査を実施し、廃寺跡については大宰府観世音寺と同様の伽藍

配置をとる多賀城の付属寺院であること、政庁跡については平城宮などの朝堂院と類似

した建物配置をとることなどを解明している。 

これらの成果を踏まえ、多賀城跡と多賀城廃寺跡は昭和 41 年（1966）に特別史跡に指

定された。そして、両遺跡の環境整備計画が立案され、多賀城町では「特別史跡多賀城跡

附寺跡環境整備委員会」を組織し、環境整備に先立つ発掘調査を、昭和 41～43 年（1966

～1968）には多賀城廃寺跡、昭和 43 年（1968）には多賀城政庁跡を対象として実施して

いる。 

昭和 44 年（1969）、宮城県はこれら一連の調査成果を継承し、急速に都市化が進む多

賀城跡周辺地域での遺跡保護に万全を期す目的で多賀城跡調査研究所を設立し、特別史

跡の調査研究と環境整備事業を直営で推進することにした。 

発掘調査は、史跡の総合的な研究を目指して設置された「多賀城跡調査研究指導委員会」

（平成 17 年度〔2005〕条例改正により「多賀城跡調査研究委員会」に名称変更）の指導

のもとで５か年計画を策定し、これを積み重ねながら実施した。その後、昭和 45 年（1970）

に環境整備事業を開始し、昭和 51 年（1976）には多賀城市教育委員会による特別史跡多

賀城跡附寺跡保存管理計画の策定を受け、これとも連動するかたちで発掘調査および環

境整備事業の５か年計画を策定し、以後これを積み重ねている（図３・４、写真１・２）。 

総面積 1,076,835 ㎡に及ぶ特別史跡内の土地は多賀城市が公有化事業を進めており、令

和８年（2026）３月までに指定地の 63.1％（679,750 ㎡）が公有地化されている。発掘調

査と環境整備は主として公有地を対象に実施しており、令和７年度末までに 122,279 ㎡

を調査し、175,031 ㎡を整備してきた（図５・６）。 

また、昭和 49 年（1974）には、宮城県を中心とした東北地方の歴史資料の収集保存と

調査研究、さらに展示公開と教育普及を行う施設として、県立の東北歴史資料館を特別史

跡の南東に設置した。この資料館は開館から 20 年を経過した頃から大幅な拡充整備が求

められるに至り、新たに東北本線南側に土地を求め、平成 11 年（1999）には新時代に対

応する人文系博物館として東北歴史博物館が開館した（写真３・４）。 

以上のように、特別史跡多賀城跡の保存管理および公開活用事業については、多賀城市

（管理団体）が土地公有化事業と維持管理事業を、宮城県が発掘調査事業と環境整備事業

並びに博物館運営を担当し、相互協力のもとで行ってきた。 
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写真１ 多賀城跡航空写真 

図３ 特別史跡多賀城跡附寺跡指定範囲 
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図４ 多賀城跡発掘調査実績 

写真２ 発掘調査風景 
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図５ 多賀城跡附寺跡公有化実績 
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図６ 多賀城跡附寺跡整備実績 

 

写真３ 旧東北歴史資料館        写真４ 東北歴史博物館 
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（３） 政庁跡の整備 

昭和 45 年（1970）に多賀城跡調査研究所が開始した環境整備事業は、まず政庁跡から

着手した。範囲は、築地塀で囲まれた政庁跡と南面及び北側・東側の斜面とし、表示時期

は政庁が荘厳な姿で本格的に拡充された奈良時代の第Ⅱ期を基本とした。 

正殿、東西脇殿（現在の理解では東西殿）、南門と東西翼廊等の礎石建物跡を平面表示

し、遺存する礎石はそのまま利用して露出展示し、欠失部は新材で補った。上面はカラー

アスファルト舗装し、建物内部と軒廻りを色分けした（写真５）。東西通路・排水溝・正

殿前面の石敷広場は露出展示とし、欠失部は新材で補った。築地塀跡は、ソイルセメント

で盛土した後に金網で覆い、表面をリシン吹き付けによって保護した。周囲にはサクラや

アカマツなどを主体に植樹し、石敷広場にあるサクラと北東部にあった多賀城神社の社

林は残している。内部の園路は砂利敷きとし、東辺築地塀跡の内側にあった南北通路は東

側に移設して管理用道路兼園路とした。政庁跡は県による整備として最初の地区であり、

建物跡や築地塀跡の表現手法には今日的な観点からは必ずしも十分とは言えないが、多

賀城跡の中心部をまず整備し、来訪者が理解しやすい状況を生み出しえたものと言える。 

また、これらの整備を進行するなか、昭和 51 年（1976）に管理団体である多賀城市（教

育委員会）により策定された保存管理計画に基づき、昭和 53 年（1978）にはそれまでの

実績を含めて前期・中期・後期 10 か年の整備計画（第一期長期基本計画）を立案した。 

昭和 55 年（1980）からの中期 10 か年計画（第３次及び第４次５か年計画）では、前

期に引き続き南門地区整備を行うとともに、東北歴史資料館（東北歴史博物館の前身）や

政庁地区を中心とした見学園路や便益施設の設置を続けた。さらに、外郭南門跡丘陵部の

公有化済み範囲の整備完工後には、政庁南大路北半部の地形修復や道路復元に着手した。

これにより、昭和 62 年（1987）までに政庁から外郭南門周辺において来場者を迎え入れ

る環境がおおよそ整った。 

しかしながら政庁地区ではその後の発掘調査で第Ⅱ期の建物配置に新たな知見が得ら

れ、当初の遺構表示を修正する必要が生じていた。また、既整備箇所の劣化も進んでいた

ため平成 20～26 年度（2008～2014）にかけて再整備を実施した。建物跡では、第Ⅱ期

に東西の脇殿・東西の楼・後殿・北殿が存在したという発掘成果に基づき、これらの平面

写真５ 昭和 48年度完成の政庁整備状況    写真６ 平成 26年度完成の政庁再整備状況 
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表示を追加した。地形・景観を損ねない程度に建物部分を盛土した上で石積みの化粧をも

つ基壇を築き、新材の礎石を置いた。上面は政庁内の既表示建物と統一性をもたせるべく

カラーアスファルト舗装とした（写真６）。なお、東日本大震災により、正殿と政庁南門・

翼楼跡の上面舗装に亀裂や歪みが生じたため、これらもあわせて修理した。正殿は修理に

先立って再調査を行っている。 

築地塀跡は、ソイルセメントの劣化が進行し遺構保護と景観保全にとって課題となっ

ていた。再整備では、ソイルセメントを除去して改めて盛土整形し、表面には張芝を施し

た。園路は既存のものを当初と同様に砂利敷きで修理し、北殿の南北には管理用道路を兼

用する園路を設置した。ほかに政庁跡北東部と西辺の外側では、樹木が鬱蒼と繁茂してい

たため間伐を行い、城内の視認性の向上に努めた。 

（４） 建物復元の検討 

建物復元の検討は、多賀城市による第２次保存管理計画を端緒とする。昭和 62 年（1987）

に成った本保存管理計画では、環境整備の項にて建物立体復元構想が明文化された。これ

に基づき、多賀城市では復元整備事業の専任の係を設置し、平成２年（1990）より立体復

元事業の検討を開始している。 

検討にあたっては有識者委員会を組織し、事業対象区域を政庁から南門地区にわたる

５ha に設定して政庁と外郭南門（および築地）を復元検討の対象遺構とした。そして基

本設計を進める過程において、政庁は

遺構保存と実現可能性の観点から将来

的に復元を検討することとし、まずは

外郭南門と築地の一部を立体復元する

ことに決定して復元実施設計を平成６

年（1994）に完成させた。 

また、これに合わせて宮城県では、

立体復元整備事業の対象地区内の整備

活用計画図を作成した。このときの計

画では、南門－政庁間の整備そして復

元事業は第７次５か年計画（平成 12～

16 年〔2000～2004〕）での実施を予定

していた（図７）。しかし、諸事情によ

り多賀城市の立体復元事業が一時休止

となったことから、県での整備計画も

繰り延べとなった。 

一方、政庁をはじめとする中枢部の

調査はこれ以降も着実に積み重ねられ

た。政庁地区では第Ⅱ期において東西

の脇殿および楼の存在が判明し、その 図７ 外郭南門−政庁間整備活用計画 
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成果をもって平成 20 年度（2008）から追加整備及び再整備事業を行ったのは前述のとお

りである。また、城前地区では丘陵斜面を造成して床張建物が規則的に配置される官衙の

様相が明らかになったほか、鎮守府の存在を示す木簡が出土するなど重要な成果が得ら

れた。さらに、政庁南大路の調査では第Ⅰ期の外郭南門の存在も確かめられ、中枢部整備

に供する情報は充実していった。 

（５） 創建 1300 年に向けた整備 

平成 23 年（2011）、東日本大震災以前から検討を進めていた第３次保存管理計画が多

図８ 第３次保存管理計画地区区分 
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賀城市により策定され、新たな目標として、多賀城跡を構成する要素のみならず地域の歴

史文化遺産もあわせて活用していくこと、地域住民との共存と管理運営面での共営を目

指すことなどが加えられた。また、地区ごとの整備の基本方針と計画のイメージも示され、

凍結していた外郭南門の建物復元とその周辺整備を当該保存管理計画期間中に中心的事

業として多賀城市が実施することとした。さらに、同年多賀城市により策定された多賀城

市歴史的風致維持向上計画においても、多賀城跡を重点区域の中核と捉え、南門の復元及

びその周辺環境の整備を震災復興のシンボルとして重点事業の一つにあげた（図８・９）。 

これらを受け、多賀城市は、多賀城創建 1300 年を迎える平成 36 年（令和６年、2024）

の完成を目途に、平成 24 年（2012）より外郭南門と築地の立体復元の検討を再開した。

また宮城県では、平成 20 年（2008）から実施していた政庁地区再整備に引き続き、南門

から政庁にかけての整備に着手する計画を立案した。さらに、多賀城跡全体を見据えた共

通の整備基本方針と整備計画を示すため、平成 28 年（2016）には『特別史跡多賀城跡附

寺跡整備基本計画』を策定した。この計画に基づき、宮城県では多賀城市が実施する外郭

南門立体復元事業と一体的に政庁南面地区整備を実施することとした。 

しかし、多賀城跡の威容と広大さを示す歴史的環境を創出する上で、これまで行ってき

た個別的・断片的整備のみでは十分な効果が得られず、多賀城市が震災からの復興と創建

1300 年を記念して実施する外郭南門立体復元の効果を十分に発揮する上でも、宮城県が

担当する政庁から南門に至る中軸部の整備も総合的に実施する必要があった。このこと

から、平成 29 年度（2017）から令和６年度（2024）までの整備事業を宮城県の総合計画

『宮城の将来ビジョン・震災復興・地方創生実施計画』の重点事業に位置付け、「多賀城

創建 1300 年記念総合整備活用事業」として実施した（図 10）。 

 

図９ 整備活用計画マスタープラン（Ｓ重点遺構保存活用地区周辺） 
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（６） 多賀城創建 1300 年記念事業とその後 

宮城県が担った「多賀城創建 1300 年記念総合整備活用事業」では、整備が完了した箇

所を順次公開し、令和３年（2021）10 月に政庁南大路の開通式、令和４年（2022）10 月

に城前地区官衙のプレオープンセレモニーを開催した。そして、創建 1300 年を迎えた令

和６年（2024）９月に外郭南門立体復元事業に先んじて整備が完了すると、城前地区官衙

の構造復元展示や床張建物を会場として実行委員会や各種団体の主催により「光の道 Art

図 10 Ｓ重点遺構保存活用地区整備基本計画図 
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プロジェクト」「万葉大茶会」「創建千三百年記念式典」などが開催されたほか、政庁南大

路をランウェイに見立てたファッションショーも行われた。 

また、宮城県としては、政庁跡にて 3D ホログラムによる復元映像の上映、城前地区官

衙やあやめ園にて BAR ブース・グルメブースの出店、城前地区官衙にて郷古廉ヴァイオ

リンコンサートなど、政庁および政庁南面地区一体を活用した創建 1300 年記念イベント

を開催した。その後令和７年（2025）４月、多賀城市が進めていた外郭南門立体復元事業

が完了し、あわせてガイダンス施設もグランドオープンした（写真７～９）。 

ここまで事業を推進してきた創建 1300 年記念事業は、経済効果として試算額 90 億円

を超え、当初の想定値を超える波及が多賀城市内はもとより宮城県内にもたらされる結

果となった。また、関係者・関係団体により 1,000 件を超える関連商品の開発や連携した

写真７ 南門－政庁南面地区整備完成状況 

写真８ ガイダンス施設        写真９ 創建千三百年記念式典の様子 
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イベント等が創出されたことからも、本事業は地域活性化を促進する大きな契機となっ

たといえる。多賀城市民が多賀城を誇りに思う気持ち（シビックプライド）が創建 1300

年事業への参加、サポート活動への参画を通して醸成されたことがうかがえることから、

これらが新たなまちづくりの一歩となり、さらには 1300 年の取組を通して育まれた想い

として未来へとつながることが予測される。 

現在、特別史跡指定地南側に隣接する多賀城市中央公園ではスケートボードパークが

整備され、今後、特別史跡多賀城跡附寺跡への人の流れはこれまでと異なるものになると

みられ、来訪の目的もイベント・観光・散歩のみならず多様化することが予測される。ま

たこれらの変化に応じて、さらなる県民のシビックプライドの醸成や、多賀城跡に対する

意識の高まりが期待される。 

 

３ 政庁復元整備に向けた現状と課題 

多賀城の中でも政庁は、東北地方における古代国家の統治の在り方を象徴する歴史遺産

であり、学術的・文化的価値が極めて高い。しかしながら、現状ではその価値が十分に伝わ

っているとは言い難く、保存と活用の両面において、いくつかの課題を抱えている。したが

って、今後は建物復元の可能性も含め、現代にふさわしい史跡の管理・整備・活用のあり方

を検討し、価値を高めていくことが求められる。 

（１） 現状 

① 政庁跡の価値と史跡整備の状況 

・多賀城跡は、平城宮跡・大宰府跡と並び「日本三大史跡」の一つとされる国の特別史跡

である。 

・長年にわたる発掘調査により、政庁の構造や規模、建物等の仕様などが明らかとなって

いる（写真 10）。 

・政庁跡は多賀城内で最初に本格的な学術調査が行われた地区であり、その後の整備計画

の出発点となった。 

・政庁跡には礎石や石組、築地塀の痕跡などの遺構が残り、これまでの環境整備により礎

石・石組・石組溝などは露出展示されている。 

・建物の遺構は基壇上に当時の礎石や補足した礎石を配置し、柱の位置を平面的に示して

写真 10 政庁正殿の発掘調査風景        写真 11 政庁のサクラ 
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いる。 

② 政庁跡の利活用の状況 

・周辺は公園的に整備されており、来訪者が自由に散策・見学できる空間となっている。 

・説明板や野外模型、AR アプリによる復元イメージなどにより、来訪者への情報提供が

行われている（写真 12）。 

・サクラ等が植栽されており、春には花見の場として市民にも親しまれている（写真11）。 

・令和６年（2024）の「創建 1300 年記念事業」では、政庁地区で 3D ホログラムによる

演出が行われ、史跡の新たな活用及び観光資源としての可能性が示された（写真 13）。 

（２） 課題 

① 政庁の価値を理解する上での課題 

・遺構の表現が抽象的であり、一般来訪者にとって歴史的価値や意義が伝わりにくい。 

・建物が現存しないため、当時の景観を視覚的・体験的にイメージしにくく、理解を深め

ることが難しい（写真 14）。 

・政庁の平面的な広がりは理解できるが、建物の高さや奥行き、それらが建ち並ぶ様子な

どの立体的・空間的スケール感を実感することが難しい。 

② 政庁の利活用上の課題 

・全国的に見て、観光地としての知名

度・集客力は限定的である。 

・平城宮跡や大宰府跡と比較して認知

度が低く、修学旅行・歴史探訪の目的

地として選ばれにくい。 

・見学者のための休憩場所や滞在施設

が少なく、長時間の滞在が難しい。 
写真 14 政庁正殿 

写真 12 歴なび多賀城          写真 13 ３Ｄホログラム 

アプリ（市 HPより） 
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・案内サービスや飲食、物販などの受け入れ環境が整備されておらず、多様化する来訪者

ニーズへの対応が遅れている。 

・散策ルートや見学動線は一定程度整備されてきているが、移動手段や回遊性に未だ課題

がある。 

・政庁跡に人を引きつけるような仕掛けや体験型コンテンツが不足している。 

・周辺の観光資源や宿泊事業者との連携が薄く、夜間や早朝の滞在を促すプログラムが不

足しているため、滞在時間の延長や経済波及効果が限定的である。 

・案内ガイドの高齢化が進む一方で、外国人観光客への対応や、多賀城の歴史・自然を多

角的に解説できる専門知識を持った人材の育成が不十分である。 

・多賀城市民は 1300 年記念事業でシビックプライドが一定程度醸成されたが、若年層の

間では史跡への認知・関心が低い傾向が認められ、地域資源としての活用が進みにくい。 

③ 政庁復元における学術的・技術的課題 

・これまで政庁の復元に関する検討は、昭和・平成期に展示模型の作成を目的として行わ

れたものであり、近年の研究成果が十分に反映されていない。 

・ヴェニス憲章（1964）や世界遺産条約履行のための作業指針（2019）等においては真

正性が強く求められることから、これらを踏まえつつ、同時代の現存する他の建造物や

発掘遺構との比較研究、新たな発掘成果に基づく再検討が必要である。 

・実際の復元にあたっては、建築工法や使用材料の選定、文化財としての整合性の確保な

ど、慎重な技術的検討が必要である。 

・現存する遺構の保存や歴史的景観の保全と、現代的な施設整備とをいかに両立させる

か、慎重な検討が必要である。 

 

４ 政庁復元整備の意義と目的 

（１） 政庁復元整備の意義 

多賀城跡は、奈良・平安時代に陸奥国の国府が置かれた歴史的拠点であり、東北地方に

おける政治・軍事・文化の中心地として重要な役割を果たした広大な史跡である。現在は

「多賀城跡附寺跡」として特別史跡の指定を受けており、その広大な範囲には、政庁跡や

実務を担った役所跡、寺院跡、築地塀跡など多様な遺構が存在している。その中でも、特

図 11 政庁復元の意義と目的 



17 

 

に政庁を復元することには、歴史的・学術的、教育的、観光振興や地域振興の側面で大き

な意義があると考える（図 11）。 

① 歴史的・学術的意義 

政庁は、奈良・平安時代の中央政権と東北地方を結ぶ地方行政の中枢として、政治的

意思決定や政務が実際に行われた場所である。政庁復元は、当時の行政制度や政治の実

態を具体的に理解し、歴史的空間を体験する上で非常に有効な手段である。 

また、発掘調査や文献研究に基づいて行われる復元検討は、当時の建築技術や政治・

儀礼文化・権力の象徴としての空間構成の解明に資する学術的意義を持つ。復元に際し

て行われる厳格な科学的考証の過程そのものが、古代建築技術や空間構成の解明に資

するものであり、歴史学や考古学、建築史学等の発展にも大きく貢献するものである。

さらに、この過程で得られた学術的知見を広く県民へ還元する視点も必須である。 

② 教育的意義 

政庁の復元は歴史教育において大きな価値を有する。実際の建物を目のあたりにす

ることで、政庁の規模や構造を具体的に理解できるだけでなく、写真や図面では伝わり

にくい荘厳さを体験することが可能となる。特に子どもたちにとって、生きた歴史教材

としての役割を果たし、歴史への関心と理解を深めるきっかけとなる点で教育的意義

は極めて大きい。加えて、生涯学習の場として幅広い世代に歴史教育の機会を提供でき

る点でも大きな意義がある。 

③ 観光振興的意義 

多賀城跡は学術上の価値が特に高く、我が国の文化の象徴たるものとして特別史跡

に指定されているものの、その広大さや遺構の抽象性のゆえに、一般の観光客には価値

を理解しづらい側面があることも否めない。政庁の建物を復元することにより、視覚的

にわかりやすい見学拠点が形成され、歴史を体感できる場として観光の核となること

が期待される。 

これにより、集客力が高まり、地域全体の観光振興が促進されるほか、復元政庁を中

心とした歴史イベントや体験型プログラムの展開によって観光資源が多様化し、地元

経済や関連産業の活性化にも寄与すると考えられる。 

④ 地域振興的意義 

政庁の復元は、地域住民にとっても郷土の歴史を視覚的に再認識する機会となり、地

域への誇りと愛着を深めるものである。文化財が具体的なかたちで甦ることにより、地

域アイデンティティの醸成が促され、コミュニティの結束や史跡保護への参加意識も  

一層高まることが創建 1300 年を契機とした諸活動でも明らかになった。 

さらに復元政庁を核とした地域イベントや交流の場は、地元住民と訪問者の新たな

つながりを生み出し、地域文化の振興とともに、持続可能な地域づくりに資する重要な

契機となる。 

このように、多賀城政庁の復元は、古代東北の政治の中心を具体的に再現する取組み
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の中で、歴史の実態解明や学術研究に貢献するものであるとともに、体験学習の場とし

て活用され、歴史理解を深める機会の提供が可能となる。また、観光資源としての魅力

を高め、地域経済の活性化にもつながる。 

（２） 政庁復元整備の目的 

多賀城跡においては、これまで 50 年以上に渡って整備事業を実施し、政庁地区をはじ

めいくつかの地区で建物跡の平面表示等を実施してきた。近年では、外郭南門の立体復元

や政庁南大路・城前官衙の整備が行われたものの、多賀城の中枢である政庁の復元につい

ては実現に至っておらず、古代の多賀城を実感できる歴史的空間の整備は、未だに不十分

な状況である。 

このような状況と、復元整備の意義を踏まえ、復元整備の目的を以下の３点として、取

り組みを促進する。 

【政庁復元整備の目的】 

１ 政庁の実物大復元を通じて古代の地方統治空間を可視化することにより、学校教育

や生涯学習における歴史理解と体験学習の深化に資する。 

２ 歴史的空間の再現により、多賀城跡の魅力を飛躍的に高め、県内全域の歴史・文化ス

トーリーを繋ぐ「ハブ（結節点）」および「ゲートウェイ（入口）」としての機能を強化

し、広域観光（文化観光）の促進や多面的な利活用の誘致に資する。 

３ 復元された政庁を拠点に県民参加型のイベントや学習活動が可能となり、地元住民

の史跡への関心と関与の促進に資する。 

 

５ 多賀城政庁跡の目指すべき姿 

（１） 基本理念 

古代東北の政治・文化の中心であった多賀城の中枢部・政庁の往時の姿を体感し、親し

むことができる場として復元整備を進め、その歴史的価値を伝えるとともに、多様な主体

による学びと交流を育む歴史探求の拠点を目指す。 

（２） 復元整備の表現時期 

昭和 45 年度（1970）から実施している多賀城跡環境整備事業では、政庁や南門、政庁

南大路や城前地区官衙など、政庁から南門に至る一帯の整備において、来訪者に多賀城跡

図 12 第Ⅱ期政庁 
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の歴史的価値と特性が実感できるよう、多賀城が最も機能と荘厳さを備えていた第Ⅱ期

（天平宝字６年〔762〕～宝亀 11 年〔780〕；奈良時代）の姿を表現時期としてきた。 

政庁の復元整備においても、これまでの整備との整合を図り、政庁を中心とする地区の

特性を来訪者に効果的に伝えるため、その方針を引き継いで、遺構の表現時期は第Ⅱ期と

する方向で検討を進める（図 12）。なお、他時期（第Ⅰ・Ⅲ・Ⅳ期）については、来訪者

が多賀城政庁の歴史的変遷について理解を深められるようにするため、最新のデジタル

技術の活用や解説板の充実等を検討する。 

（３） 復元整備の対象遺構 

復元整備の意義及び目的に示したとおり、政庁は複数の建物で構成される古代の統治

空間であり、その歴史的・学術的価値及び空間構成を来訪者が立体的に理解し、実感でき

るようにすることを復元整備の目的とする。このため、復元整備の対象は、発掘調査によ

り確認されている第Ⅱ期の政庁空間を構成していた建物や築地塀、石敷広場、石組溝など

全ての遺構とし、これらを一体的に復元整備することが望ましい（写真 15）。 

（４） 復元整備の基本方針 

① 遺構の確実な保存を最優先とする 

   地上に表れている遺構に加え、地下に埋蔵されている遺構も含めて、それらのすべて

写真 15 政庁復元模型 

写真 16 外郭南門          写真 17 城前官衙構造復元建物 
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を損なわないよう適切な保存措置を講じ、歴史的価値を保ちながら復元整備を行うこ

とが必要である。 

② 学術的根拠に基づく整備とする 

   計画、設計、施工の各段階において、考古学、歴史学、建築史学等の調査研究成果や

関連する史資料を網羅的に収集し、学術的な根拠に基づく厳正な検討を行った上で、当

時の建物と空間の歴史的特徴を正しく再現することに努める。 

③ 伝統的な材料・工法を基本としつつ、安全性・耐久性に配慮する 

学術的根拠に基づいた本来の材料や工法で整備を進めることを基本とし、強度や安全

性、耐久性等の確保が必要な場合には、首里城の火災等の教訓を踏まえた防災技術や現

代的な材料・工法を適切に併用することを検討する（写真 16・17）。 

④ 段階的かつ公開性の高い整備を進める 

   今後の調査、設計、施工の状況や、予算措置等の事業執行上の課題を踏まえ、整備は

段階的に進めることを想定する。また、進捗に応じて工事の公開や情報発信を行い、地

域住民や来訪者との理解と協働を深める。 

⑤ 快適で知的好奇心を喚起する場に整える 

   史跡の歴史的・文化的価値を損なわないように配慮しつつ、見学動線や休憩空間の設

定や、管理・活用に必要となるインフラ（電気・給排水設備等）の整備など、来訪者が

快適に利用できる環境を整えることが期待される。 

 

６ 整備のすすめ方 

本事業の推進にあたっては、多賀城市が策定する保存活用計画及び宮城県が策定する整

備基本計画に本方針を位置付け、その上で、有識者委員会を設置し、学術的知見に基づく政

庁復元整備基本計画の策定および基本設計の実施が見込まれる。これらの内容については、

文化庁の復元検討委員会における審議を受け、復元根拠の学術的妥当性と、史跡の現状変更

の正当性を確保した上で、復元整備を進めることが必要となる。 

整備の実施にあたっては、建物ごとに復元根拠となる史資料が異なることに加え、適宜、

文化庁や関係機関との協議が必要となることから、事業期間が長期に及び、多額の事業費と

なることが想定される。このため、事業の確実かつ計画的な推進を図る観点から、段階的な

整備工程を設定するものとする。工事着手については、政庁における行政実務や重要儀式の

中核となった正殿から開始し、復元整備の象徴的段階として位置付ける。あわせて、整備の

工程を適切に公開することにより、事業内容及び進捗状況の可視化を図る。 

また、整備の各段階において、地域住民や県民の理解を得ながらシビックプライドの醸成

を図るとともに、地域住民や県民が参画できる仕組みを構築し、事業への理解と支持を得な

がら、復元整備事業を計画的かつ着実に推進するものとする（図 13）。 
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７ 活用の方向性 

【政庁跡】 

① 復元建物内部の展示公開 

整備する政庁の各建物は、学術的な考察に基づいた復元を行い、古代空間を再現する

ことで「空間展示機能」を持たせる。また、それぞれの建物で行われた政務、儀礼、饗

宴を分かりやすく伝える展示空間の創出を目指す。 

併せて、政庁さらには多賀城全体の歴史的・文化的な役割や機能の理解に資するため、

内部を利用した「情報展示機能」を充実させる（写真 18）。 

これら機能を備えるにあたり、外国

人観光客など多様な来場者が親しみや

すく、安全で快適に利用できるよう、多

言語による解説・案内、バリアフリーへ

の配慮を可能な限り行うこととする。 

② 復元整備過程の情報発信 

「６ 整備のすすめ方」のとおり、復

元整備工事を魅力的な観光・教育コン

テンツとして情報発信するため、他の

復元整備事例などを参考に常設の現場

図 13 復元整備のスケジュール 

写真 18 展示例 
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公開方法について検討する（写真 19）。さらに、後世への継承のため、復元整備過程を

記録・保存し、公開・活用する手法も検討する。 

③ 政庁での体験・学習機会の創出 

整備する建物を「五感で体感する教材」と位置付けるとともに、創造的な社会学習の

場として、効果的な体験・学習機会の創出に努める（写真 20）。また、東北歴史博物館

の展示や体験プログラムと政庁復元空間での体験を連動させ、史跡と博物館それぞれ

のリソースを活用しながら、多角的に歴史を学ぶ機会を提供する。これにより、過去を

体験的かつ立体的に理解できる教材として、学校教育における探究的な学習の質を高

めるとともに、未来を担う人材の育成と郷土への愛着と誇りの醸成を促進する。 

【政庁跡を含む多賀城跡全域およびその周辺】 

④ 史跡のゲートウェイ・ハブ機能の強化 

政庁復元と併行し、東北歴史博物館においては、最新技術を導入した体験型・多面的

な展示や案内を整備するなど、スマートミュージアム実現に向けた先進的な取組推進

を検討し、ゲートウェイとして機能させる。また、史跡巡りに供するデジタルデバイス

の運用やモビリティサービスの検討を進め、多賀城が有する歴史的価値を基軸に、県内

他地域の関連史跡や歴史遺産を繋ぐ「広域連携ストーリー型周遊ルート」の構築を推進

し、多賀城を起点として県内全域、ひいては東北全域へ観光客を誘導するハブ機能を強

化する（写真 21・22）。 

写真 19 首里城における復元整備の公開     写真 20 政庁南大路での活用例 

写真 21 ＶＲミュージアム        写真 22 シアター「多賀城炎上」 
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⑤ 体験共創型の史跡への転換 

政庁復元整備事業を契機として、多賀城跡を「見るだけの場所」から「体験を共創す

る場所」に転換するため、文化財の保存・活用の基本を厳守しつつ、広く多様な意見を

取り入れながら活用手法を検討するとともに、様々な活用方法に対応するため、史跡の

近傍地における観光受け入れ施設の在り方についても検討する。 

また、企画・検討のプロセスから地域住民や県民が主体的に関わることで、日常的に

親しみ、誇りとなる史跡づくりを進める。さらに、郷土に対する愛着を高めつつ、地域

の歴史や文化を理解し、来訪者にその魅力を伝える史跡ガイドを育成することを通じ

て、地域の文化遺産を活用した教育や観光の質を向上させる。 

 

８ 推進体制 

多賀城跡は、多賀城市が史跡の管理団体として管理を行い、宮城県が調査及び整備を担っ

ており、政庁復元整備も基本的にはこれまでと同様の役割分担で事業を進めることとする

が、史跡の保存と活用を一体的に推進していくためには、保存を前提とした活用を通じて、

持続的な管理運営につなげていく視点が重要である。このため、政庁復元整備にあたっては、

宮城県及び多賀城市の行政内部の横断的連携に加え、民間事業者や県民等とのパートナー

シップを構築していく必要がある。特に、地域住民が主体となる組織等との連携を緊密にし、

地域と一体となった推進体制を整える。その上で、多賀城跡のみならず、その周辺を含めた

地域振興や観光活用との連動を視野に入れつつ、官民の多様な主体が参画・連携する体制の

構築や、多様な資金の確保・活用の仕組みなどについて検討を進める。 

なお、管理運営は、政庁に限定することなく、多賀城跡全体を対象とした一体的な体制で

行うことが望ましいことから、これを前提として、今後具体的な在り方について検討を行う

ものとする。 


